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研究要旨 

わが国の不慮の事故に関する研究を重点的、かつ効果的に進めるために、事故に関す

る研究の現状を横断的に見渡せる資料が必要となっている。そこで、わが国で行われて

いる事故に関する先行研究のデーターベースの作成を試みた。 

データーベースとして使用する文献・資料は、医学中央雑誌の CD-ROM、事故に関する

研究班の報告書等で、収集したデータは内容から、事故内容、年齢、重症度等で分類し

た。 

また、将来的にはこれらの先行研究を、不慮の事故の研究を行う研究者のみならず、

保母や保護者など多くの人が簡単にホームページ等で入手できるように整え、不慮の事

故の研究を行う際のデーターベースとして活用できるようにする。 

 

A.研究目的 

わが国の不慮の事故に関する研究は、

死亡統計、患者調査、事故研究班の実態

調査等によりさまざまな角度から取り組

まれているが、欧米先進国に比べ遅れて

おり、今後、重点的、かつ効果的に研究

を進める必要がある。 

また、このような背景の中で、不慮の

事故に関する研究を進めていくためには、

事故に関する研究がどの分野ではどこま

で解明されているのか、立ち遅れている

分野どこなのかといった研究全体を横断

的に見渡せる資料が必要となっている。 

そこで、不慮の事故に関する研究に取

り組む際に、わが国で行われている事故

に関する先行研究や発刊資料などの検索

カ溶易にできるように、また、研究の現

状や将来どのような研究が必要なのかと

いった撫討を行う際の文献・資料を提供

できるようなデータベースの作成を試み

た。 

 

B.研究方法 

データーベースの資料として使用する

文献・資料は、医学中央雑誌刊行会によ

って登録・編集された CD-ROM、厚生科研

等による事故に関する研究班の報告書、

学会発表携泉集、国民生活センター発刊

資料、日本体育・学校健康センターの学

校管理下の事故報告、交通統計、新聞記

事等から抜粋した。 

収集したデータは 1.表題、2.著者名・

所属、3.収録雑誌等、4.Keyword、5.文献・

資料の内容(症例・実態調査・国際比較等)、

6.年齢(新生児・乳幼児・小学生等)、7.

重症度(死亡・重症・入院等)、8.発症場



所(家庭内・家庭外等)等に分類した。 

 

C.研究結果 

現在、医学中央雑誌刊行会の CD-ROM

検索、国民生活センター発刊資料、事故

に関する研究班の報告書からのデータ収

集を行った。 

医学中央雑誌の CD-ROM 検索の結果は、

1987 年から1999年の 13 年間に事故とい

うキーワードで検索するとヒットする文

献が 2990 件あり、その中でも小児に関す

るものが 327 件あった。 

この小児の事故に関する研究を事故内

容別に分類すると、誤飲 52 件、中毒 33

件、溺水溺死 18 件等であった。 

また、国民生活センターから発行され

ている事故に関する本・資料等が115 件、

そのうち小児に関するものが 26 件あり、

事故に関する論文を含んでいる厚生省心

身障害研究報告書が 13 冊、厚生科学研究

報告書が 1 冊等が収集されている。 

これらのうち、スペースの都合上、1997

年から1999年の3年間分の医学中央雑誌

文献と国民生活センターの発刊資料を表

1 として掲載した。 

 

D.考察 

わが国の不慮の事故に関する研究は、

実態調査、事故防止指導・啓発、国際比

較等のさまざまな角度から行われていた。 

しかし、乾電池やたばこなどの誤飲や、

お風呂での溺水などに関する研究は多く

行われているが、車や家のドアに指や足

をはさむ事故や熱傷事故に関する研究な

どはあまり行われていないなど、その内

容に偏りがあることがわかった。 

また、疫学的実態調査研究が多く見ら

れたが、その結果を保護者、保母、教育

関係者等に返して再教育するといった系

統だてられた研究は少なく、今後の不慮

の事故防止を広く啓発していく上で重要

な研究分野となると考える。 

 

E.結論 

不慮の事故研究の現状や将来どのよう

な研究が必要なのかといった検討を行う

ために、文献・資料を提供できるデータ

ーベースの作成を試みた。 

その結果、わが国ではさまざまな角度

から研究力布われているが、その研究分

野に偏りがみられることから、今後は立

ち遅れている分野に関して早急に対応し

ていく必要があると思われた。 

また、アメリカ、オーストラリア、ス

ウェーデン、イギリス、カナダなどの先

進諸国には、国レベルの小児事故のサー

ベイランスシステムがあり、このような

情報捌共のシステムが広く活用され、不

慮の事故防止に大きな成果を上げている。 

そこで、これらの文献を、不慮の事故

を研究するうえでのデーターベースとし

て活用できるようにするとともに、これ

らをスキャナーで読み込み、インターネ

ットのホームページ等で誰もが簡単に事

故に関する文献を入手できる形に整える

ことが今後の課題である。 










